
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ東日本労働組合 

発責 教育・広報部 

2021年 6月 3日 №324 

 

 

ＪＲ東日本は4月28日

に「2020 年度期末決算」

を発表しました。単体決

算では新型コロナウイル

スの影響を受けて営業収

益（11,841 億円／対前年

△8,769 億円）、運輸収入

（9,543 億円／同△8,385

億円）が 2 期連続の減収、

かつ過去最低を記録。期

末決算としては初めて営

業損失（△4,785 億円）、

経常損失（△5,177 億円）、

当期純損失（△5,066 億

円）を計上しました。 

期末決算の発表を受

け、各マスコミは「ＪＲ

東日本 民営化後 初の赤

字」「ＪＲ東日本、21 年 3

月期は5,779億円の赤字」

など、センセーショナル

な見出しで報じていま

す。 

 

 

 

会社は同時に「変革の

スピードアップのための

投資計画」（2021 年度設

備投資計画）を発表しま

した。「変革 2027」の早

期実現に向けて、収益力

向上に資する成長投資を

積極的に実施していくほ

か、業務改革などに資す

る充填枠投資を着実に実

施するとしています。 

 

＜連結＞ 2021年度計画 2020年度実績  ＜単体＞ 2021年度計画 2020年度実績 

輸送サービス 4,240億円 4,516億円  合 計 5,510億円 5,348億円 

昨年 8 月末に行われたスタッフサービス・ホールディングス調べによるアンケート結果によ

ると、コロナ自粛による生活費の変化について、約 9 割が「生活費が上がった」との回答でし

た。主には水道光熱費、食費が上がったとの理由が約 6 割になっています。在宅勤務やマスク、

アルコール消毒などの衛生用品の購入、値上げ。また、自動車保険、 

火災保険や食料品では乳製品、食用油。たばこ、第三のビール、 

タクシー料金などの値上げにより、家庭を取り巻く生活環境は 

厳しくなっています。 

昨年の夏季手当は 2.4 ヶ月分プラス 5000 円と対前年度比約 17％減となり、年間では対前年

度 1.475 ヶ月分減の約 50 万円も「減額」となりました。 

さらに今年度は、昇給係数が昨年までの「4」から「2」と引き下げられたことにより、夏

季手当算出のベースとなる基準内賃金における基本給の昇給幅が 2 係数分「減額」させられ

てしまいます。 

経営側は新型コロナウイルス感染の影響での業績悪化。そして、以前のようには鉄道利用

者が戻らない見込みとのことから収益確保のため「変革 2027」のさらなるスピードアップを

図り、最近では「現業機関における柔軟な働き方の実現について」などの施策も提案され、

社員の働き方や賃金、生活がさらに大きく変化しようとしています。 

施策を担う社員の生活が「安心・安定」していなければ、生活への不安から、仕事への意

欲、チャレンジ精神へとつながっていきません。 

 

経営側の経営施策や待遇面などのミスマッチにより離職を招いてしまうと、採用にかけたコ

ストと人件費が無駄になってしまいます。一般的に新卒を一人採用するコストは約 50 万円、企

業によっては 100 万から 150 万円かかるとの報道があります。 

離職者が増えると企業イメージの悪化や新卒採用にマイナスの影響を与え、優秀な人材を失

うばかりか、新たな人材確保にも苦労することになります。 

20 代から 30 代前半の公的機関や転職サイトなどの離職理由の報道によると、離職の理由は 

「労働時間・休日・休暇の条件がよくない」「自分がやりたい仕事とは異なった」「報酬が少な

い」「長期雇用を重視」の他「出産離職や介護離職」などがあげられています。 

働きがいの向上や人材確保には、賃金を含めた労働条件の改善が必要だといえます。 


